
案内板 機器の取り扱い方及び重要な定期点検項目を書いたアクリル樹脂製の案内板を機械室に設ける。

案内板の大きさは、約 ㎡とする。 ダクト工法 ・ 低圧ダクト ・ コーナーボルト工法（長辺の長さが１，５００ｍｍ以下の部分） 流入管底 設計ＧＬ－約 ｍ

総合試運転調整 下記の項目の測定表を提出する。 ・ 共板フランジ工法（ ） 流出方式 ・ 自然流下　（設計ＧＬ－約 ｍ　） ・ ポンプアップ方式

Ⅰ　工事概要 ・ 風量調整 ・ 水量調整 ⦿ 温度 ・ 湿度 ・ ・ スライドオンフランジ工法（ ） マンホール蓋 ・ 国土交通省型 ・ メーカー標準品

・ 室内気流 ・ じんあい ・ 騒音 ・ 水質 ・ アングルフランジ工法 ・ 蓋の強度は、安全荷重　（ ）ｋＮとする。

1 　工事名称 容量等の表示 機器類の能力、容量等は、原則として表示された数値以上とする。 ・ 高圧１又は高圧２ダクト（適用範囲は図示による。）とする。 ・ 厨房用排気ダクト（板厚等は図示による。） ・ 蓋は　（ ・ ボルトロック式 ・ 錠 ・ 回転ロック式　）とする。

電動機出力、燃料消費量、圧力損失等は、原則として表示された数値以下とする。 厨房系統の長方形排気ダクトの板厚は、標準仕様書より１ランク厚い物を使用する 排気管及び排気かさ ・ 要　（ ・ メーカー標準品 ・ 図示による　） ・ 不要

2　 工事場所 特別な材料の工法 標準仕様書に記載されていない特別な材料の工法は、材料製造所の指定する工法とする。 ダクトの分岐方法 給気用ダクト ・ 原則として割り込み分岐とする ・ 直付け方式とする フローシート 合成樹脂パネル　（厚さ４ｍｍ以上、文字は彫り込み）　を浄化槽付近に付ける。

3 　建物概要 配管 溶接部の非破壊検査 ・ 要 ・ 不要 換気用ダクト ・ 原則として割り込み分岐とする ・ 直付け方式とする 荷重強度 し尿浄化槽装置の荷重強度は、下記の条件を満足するものとする。

地中埋設標等 地中埋設標及び埋設表示ﾃｰﾌﾟは、下記による。 風量測定口 取付箇所は図示による。 ・ 積載荷重　（ ）ｔｏｎ

イ） 給水管 地中埋設標（ ・ 要 ・ 不要 ） 埋設表示テープ（ ・ 要 ・ 不要 ） ダクトのシール 厨房、浴室等（シャワー室、脱衣室を含む）系統の排気ダクトは標準図(施工47､48)のNｼｰﾙ＋Aｼｰﾙ＋Bｼｰﾙとする。 放流水質確認 ※

ロ） ガス管 地中埋設標（ ・ 要 ・ 不要 ） 埋設表示テープ（ ・ 要 ・ 不要 ） ・ 水抜管

ハ） 油管 地中埋設標（ ・ 要 ・ 不要 ） 埋設表示テープ（ ・ 要 ・ 不要 ） チャンバー 空気調和設備の当該項目による。 騒音値 ・ dB以下　（ブロワー庫）

地中埋設標が要の場合、その範囲は図示による。 ダンパー 空気調和設備の当該項目による。 地下水位 ＧＬ－約 ｍ、　浮上防止　（ ・ 要 ・ 不要　）

ニ） 地中埋設標の舗装部分は（ ・ コンクリート製 ・ 鉄製　）とする。 排気フード 排気フードの補強、支持金物、接合材等は、標準仕様書第３編1.14.8、2.2.5.2によるものとし、材質は下記による。

塗装工事 下記範囲内の裸の亜鉛鉄板、配管 （亜鉛ﾒｯｷされたもの）、吊りﾎﾞﾙﾄ （亜鉛ﾒｯｷされたもの）は塗装なしとする。 ・ ステンレス鋼板 （補強共） ・

4 　工事科目 ○印をしたもの ・ 機械室 ・ 電気室 フード囲いは、上記フードと同材質とする。

露出電線管の塗装は調合ペイント２回塗りとする。 フードの内部周囲のといには、黄銅製コック、プラグ又はステンレス製コックを取り付ける。

標準仕様書第２編３．２．１によるほか、下記による。 ダクトの保温 ・ 有 （ ） ・ 無

・ その他 ・ 24時間換気 （ ）

防食工事 標準仕様書第２編２．７．３によるほか、下記による。 撤去内容 ⦿ 保温材は、ダクト類、配管類から分離する。なお支持金物、吊り金物は本工事にて撤去する。

・ ⦿ 冷媒は、回収後の無害化処理までを本工事とする。

はつり 既存のコンクリート床、壁などの配管貫通部の穴開けは、原則としてﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞｶｯﾀｰによる。 1 ダクト ・ 亜鉛鉄板 ・ 鋼板（板厚1.5mm以上） ⦿ その他の撤去内容は、図示による。

電線類 電線及びケーブルの規格は、公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）（令和４年版）による。 2 排煙口の形式 ・ 天井取付 （ ・ スリットフェース形 ・ パネル形 ） 発生材の処分方法 ・ 引渡しを要するもの （ ・ ・ ・ ）

施工図の取り扱い 施工図等の著作権に係わる当該建物に限る使用権は、発注者に移譲するものとする。 ・ 壁取付 （ ・ スリットフェース形 ・ パネル形 ） 引き渡しを要するもの以外は、構外搬出適切処理とする。

吊り及び支持金物 （ ・ 槽内 ・ 屋外　）の吊り金物・支持金物はステンレス鋼製（SUS３０４）とする。 ・ ダクト取付 （ ・ ダンパー形 ・ ） ・ 再資源化を図るもの （ ・ コンクリート ・ アスファルト ・ ）

配管横主管及び横走り主ダクトの末端部に振れ止め支持を行う。 3 排煙口開放装置 ※ 手動解放装置 ・ 自動開放装置 ・ 遠隔操作解放装置 （　・　電気式　　　　　・　　　　　　）・ 電気式 ・ ） （ ・ ・ ・ ）

4 排煙風量測定 建築設備定期検査業務基準書 （(一財)日本建築設備・昇降機センター） の排煙風量の検査方法に準ずる。 ・ 特別管理産業廃棄物 （ ・ ・ ・ ）

他工事との取合い 施工範囲 別表－１による。 ※資源の有効な利用促進に関する法律（建設リサイクル法）

施工図 他工事との取合いなどが検討できる施工図を提出し、監督員の承諾を受ける。 ・ 対象建設工事 ⦿ 対象外建設工事

実施工程表 ・ 概成工期　（令和 　　　年　　　月　　　日）

試験 （１） 各種配管の試験は、新設配管にのみ適用する。

（２） 新設配管は、既設配管との接続前に試験を行う。 中央監視制御 ・ 有 （ ・ 本工事 ・ 別途 電気設備工事 ） ⦿ 無 床面積の合計 ８０㎡ 以上

5 　設備概要 （３） 改修工事における給水・給湯等の飲料用配管は水質検査を行い、検査結果を監督員に提出する。 床面積の合計 ５００㎡ 以上

（ 本工事における工事科目ごとの概要を示すもので仕様を規定するものではない　　○印を付けたものが該当項目となる ） （４） その他、各機材の試験については標準仕様書第１編1.4.6による。 電線管 ・ ・ 請負代金の額 １億円 以上

・ ダクト方式 （ ・ 中央 ・ 各階ユニット ） ・ 請負代金の額 ５００万円 以上

・ ＦＣＵ方式 ・ ＦＣＵ＋ダクト併用方式 工事写真 原則として、電子データで下記のものを監督員に提出する。 構成 図示による

⦿ ヒートポンプ方式 ・ ヒートポンプ方式＋全熱交換形換気扇 ⦿

・ 吸収冷温水機 ・

⦿ 空気熱源ヒートポンプユニット ・

機械換気 （ ・ 有 ・ 無 ） ・ 全熱交換形換気扇 ⦿ CD-R ⦿ １部 3 石綿含有 ※ 公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編）令和４年版　（9.1.1）（9.1.2）（9.1.4）による。

機械排煙 （ ・ 有 ・ 無 ） 法規（ ・ 建築基準法 ・ 消防法 ） ・ ・ （　　部 ） 洗面器 洗面器、手洗い器は止水栓付きとする。 保温材等の除去工事
⦿ 電気式 ・ 電子式 ・ デジタル式 ⦿ CD-R ⦿ １部 自動水栓 電源種別 （ ・ AC100V ・ 乾電池 ・ 自己発電　　） 手動スイッチ（ ・ 図示による ・ 無 ） 石綿含有分析

・ 水道直結方式 ・ 高置タンク方式 （ ・ 上水 ・ 井水 ・ 中水 ） ・ ・ （　　部 ） 表記板 ・ 取付箇所 ( ・ 大便器 ・ 小便器） ・ 材質（ ） ⦿ 行う (下表による) ・ 行わない

・ ポンプ直送方式 （ ・ 上水 ・ 井水 ・ 中水 ） ・ 直結増圧方式 　 ⦿ CD-R ⦿ １部 小便器自動洗浄装置 ・ 小便器一体型 （ ・ AC電源 ・ 自己発電 ） ・ 小便器分離型 （ ・ AC電源 ・ 自己発電 ）

建物内の汚水と雑排水 （ ・ 分流 ・ 合流 ） ・ ・ （　　部 ） 温水洗浄便座 洗浄用水加温方式 （ ・ 貯湯方式 ・ 瞬間方式 ) ※

ポンプ排水 （ ・ 有 （ ・ 湧水 ・ 雨水 ・ 雑排水 ・ 汚水 ） ・ 無 ） ⦿ １部 機能 ※ 節電機能 ※ 脱臭機能 温風乾燥機能（　・　有　　・　無　）・ 有 ・ 無 　） ※ ・ （ ）

汚水放流先 （ ・ 公共下水道 ・ し尿浄化槽 ） ・ （　　部 ） 壁付リモコン（ ・ 有（ ・ ＡＣ100Ｖ ・ 乾電池 ・ 自己発電　　） ・ 無 ） ・ （ ）

雑排水放流先 （ ・ 公共下水道 ・ し尿浄化槽 ） 擬音装置 （ ・ 有 ・ 無 ）

・ 屋内消火栓 ・ 屋外消火栓 ・ スプリンクラー 完成図書 ⦿ 完成図

・ 連結送水 ・ 連結散水 ・ 泡消火 ⦿ ２つ折り製本 ※ １部 ・ （ 部 ） 多機能便所用便器 洗浄弁 （ ・ タッチスイッチ ・ センサー式 ）

・ 不活性ガス消火（　　　　　　） ・ フード等用簡易自動消火 設計変更等に伴う図面修正は、受注者が行うこと その他 図示による。

・ 都市ガス ⦿ 修正CADデータ ※ １部 ・ （ 部 ）

・ 液化石油ガス （ ・ 簡易ガス事業　） 設計変更等に伴う図面修正は、受注者が行うこと

Ⅱ　工事仕様 ⦿ 保全に関する資料 ※ ２部 ・ （ 部 ） 配管材料 給水引込管（直結部分） ・

1 　共通仕様 標準仕様書第１編１．７．３の資料を提出する。 一般配管 ・ ・

⦿ 県有建物保全情報システムデータシートについて 屋内地中配管 ・ ・

※ 電子データにより、監督員に提出する。 ・ 紙面により、監督員に提出する。 屋外地中配管 ・

⦿ 厨房、浴室等のシンダー内配管 ・ ・ ●印は工事範囲とする。

継手　　（管材がステンレス鋼管の場合） ・

水栓 ・ 台所流し用の水栓は泡沫式とする。

・ 水抜栓を使用する場合、屋外に設ける水栓は耐寒水栓とする。ただし、屋内は固定コマ式とする。

2 　特記仕様 量水器 ・ 親メーター （ ・ 貸与品 ・ 買取り　） ・ 子メーター （ ・ 貸与品 ・ 買取り　）

章は、●印の付いたもの、項目は、番号に○印の付いたものを適用する。 保温のアルミ、ネット、巻き線、菊座等が直接接触しないよう施工する。 弁類 JISまたはＪＶ ・ 水道直結部分（ ・ 10Ｋ ・ ） ・ その他の部分（ ・ 5Ｋ ・ ）

特記事項は、　「・」に○印の付いたものを適用する。 地中埋設部は、標準仕様書第２編2.7.3による。 ・ ステンレス鋼管を使用する場合の材質はステンレス製とする。

○印の付かない場合は、※印の付いたものを適用する。○印と※印の付いた場合は、共に適用する。 地中埋設から地上あるいはピット等に至る管には、出た直近に絶縁フランジ又は絶縁継手を設ける。

形状寸法の単位は、特記した場合を除き ミリメートルとする。 コンクリート工事 レディーミクストコンクリート製造工場の選定 量水器桝、弁桝 ・ 量水器桝 （ ・ 水道事業者指定品 ・ 標準図　）

※ JISマーク表示認証工場で、宮崎県生コンクリート品質管理監査会議の監査に合格した工場 ・ 弁桝 （ ・ 水道事業者指定品 ・ 標準図　）

水栓柱 本体 （ ・ 合成樹脂製 ・ アルミニウム合金製 ・ ステンレス鋼製　）

管の埋設深さ 管の上端深さは原則として、車両通行部分 ( ・ 600mm ・ mm )、

・ 上記以外の工場 その他の部分は、 ( ・ 300mm ・ mm )以上とする。

機材の品質等 軽易なコンクリート工事の試験 建物導入部配管 ・ 標準図(施工4､5)の による ・ 埋設フレキ

引込納付金等 ・ 要　（ ・ 本工事 ・ 別途 ） ・ 不要

品質・性能に関する試験データが整備されていること。 保温 配管の保温材 ・

生産施設及び品質の管理が適切に行われていること。

安定的な供給が可能であること。

法令等で定める許可、認可、認定、免許又はこれらに準じるものを取得していること。

製造又は施工の実績があり、その信頼性があること。 温湿度調整目標
販売、保守等の営業体制が整えられていること。 配管材料 屋内 汚水管 ・

通気管 ・

雑排水管 ・

技術者の適用 ・ 電気保安技術者 ・ 液化石油ガス設備士 ・ 昇降機等検査員 ・ 消防設備士 ℃ ％ ℃ ％ ℃ ％ ℃ ％ 屋外 第１桝まで ・

技能士の適用 本工事において、下記の◎印は１級技能士を、○印は１級技能士又は２級技能士を適用すること。 ℃ ％ ℃ ％ ℃ ％ ℃ ％ 桝間 ・

⦿ 温度、湿度等の試験数値は監督員との協議による。 洗面器等の排水管 洗面器等に直結する排水管は、器具トラップより１サイズアップとする。

配管工事 配管 ◎ 建築配管作業 台所流し等の床上部分の接続は本工事とし、配管は、硬質ポリ塩化ビニル管（VP）とする。

冷凍空気調和機器施工 ◎ 冷凍空気調和機器施工作業 煙道 ・ 鋼板製 ・ ステンレス鋼板製（SUS ） ・ 厚さ （ ）ｍｍ 満水試験継手 図示の箇所に取り付ける。

建築板金 ・ ダクト板金作業 伸縮継手、掃除口、ばいじん量測定口及びばい煙濃度測定取付座の位置は図示よる。 インバート桝 桝のコンクリート部分は工場製品としてもよい。

保温工事 熱絶縁施工 ◎ 保温保冷工事作業 ダクト工法 ・ 低圧ダクト ・ コーナーボルト工法（長辺の長さが１，５００ｍｍ以下の部分） 放流納付金等 ・ 要　（ ・ 本工事 ・ 別途 ） ・ 不要

鉄筋施工、型枠施工 ・ 鉄筋組立て作業 ・ 型枠工事作業 ・ 共板フランジ工法（ ） 保温 配管の保温材 ・

・ 厨房設備施工作業 ・ スライドオンフランジ工法（ ）

・ アングルフランジ工法

（１棟の延床面積が１０００㎡を超える建築物は、原則として１級技能士とする) ・ 高圧１又は高圧２ダクト（適用範囲は図示による。）

監督員事務所 ・ 設ける （ ） ㎡程度 ⦿ 設けない ・ ダクトの分岐方法 給気用ダクト ・ 原則として割り込み分岐とする ・ 直付け方式とする 配管材料 ・

官公署への手続き 工事の施工に必要な官公署その他への必要な手続きは、下記のものを含め、遅滞なく行う。 換気用ダクト ・ 原則として割り込み分岐とする ・ 直付け方式とする 継手　（管材がステンレス鋼管の場合） ・ 　タンク基礎

・ ・ 風量測定口 取付箇所は図示による。

工事用電力、水、 チャンバー 内貼りをするチャンバーの表示寸法は外法とする。 弁類 JISまたはJV （ ・ ５Ｋ ・ 10K　　（図示部分）　）

その他 ・ ステンレス鋼管を使用する場合の材質はステンレス製とする。 　汚水、雑排水

仮囲い ・ 設ける（高さ、材質、ゲート位置、延長等は図示） ⦿ 設けない 湯沸器の排水 貯湯式湯沸器のオーバーフローは、ステンレス鋼管にて最寄りの流しに間接排水する。

工事用仮設物 場内につくることが ⦿ できる ・ できない 外壁に面するガラリに直接取り付けるチャンバー類は、雨水の浸入、滞留等の無いように施工すること。 保温 配管の保温材 ・

足場その他 ・ 関連工事の関係者が定置したものは、無償で使用できる。

・ 本工事で設置とする。 ダンパー 防煙ダンパー 復帰方式（ ※ 遠隔復帰式 ・ ） 　化粧鏡

・ 改修工事標準仕様書第１編２．２．１によるほか下記による。 ピストンダンパー 復帰方式（ ※ 遠隔復帰式 ・ ） 　はめ込形洗面器用カウンター　（前板共）

・ 内部仮設足場 （ ・ 種 ・ 種 ） ※ ダンパーが隠ぺい部分に設置される場合は、直近の点検口にダンパーの種類、数量等を表記すること。 　ガスボンベ転倒防止用の鎖

・ 外部仮設足場 （ ・ 種 ・ 種 ） 配管材料 屋内消火栓 一般 ・ 地中 ・ 　自動ドア及び電動シャッタなどの制御部と

・ 配管材料 冷温水管 ・ 連結送水管 一般 ・ 地中 ・ 　操作スイッチ間の配管配線及び操作スイッチ

冷却水管 ・ 　防火扉レリーズ

蒸気管 （ 給気 ・ 還気 ・ ） 建物導入部配管 ・ 標準図(施工4､5)の による ・ 埋設フレキ 　電極棒

残土処分 ・ 構内指示の場所にたい積 ・ 場外搬出適切処理 高温水管 ・ 　既製間仕切壁（パネル工法）の配管及び埋込ボックス

・ 構内指示の場所に敷き均し ・ 構外指示の場所に搬出 油管 ・ 　配線ピット及びふた

埋戻し土・盛土 ・ 根切り土の中の良質土　（管周囲の保護砂は ・ 要 ・ 不要 ） ブライン管 ・ 　機器などへの接続　（１次側）

・ 山砂の類 膨張管、空気抜管、膨張タンクよりボイラーへの給水管 ・ 　機器付属の制御盤以降の２次側の配線配管　（接地共）

耐震施工 空調用排水・通気管 ⦿ 硬質ポリ塩化ビニル管（VP) 機器の寸法 参考寸法とする。 　機器付属の制御盤への電源供給配管配線

冷媒管 ⦿ 冷媒用断熱材被覆銅管 機器の固定 機器の固定については、標準仕様書第５編1.6.1(2)、2.2.6による。 　自動制御盤と動力盤との電源供給の渡り配管配線

継手（管材がステンレス鋼管の場合） ・ ・ ・ ・ 　自動制御盤と動力盤との操作回路の渡り配管配線

　天井吊り形ＦＣＵ、　個別パッケージ、　全熱交換ユニット等の機器

設計用水平地震力と設計用鉛直地震力は同時に作用するものとする。 弁類 ＪＩＳの呼び圧力５Ｋとする。ただし、特記部分はＪＩＳの呼び圧力１０Ｋとする。 その他 ※ 各機器は標準仕様書第５編1.6.1(11)の安全装置を備えること。 　と付属操作スイッチとの渡り配管　（接地共）

設計用水平震度 　天井吊り形ＦＣＵ、　個別パッケージ、　全熱交換ユニット等の機器

温度計 標準仕様書第２編2.3.2による。　　なお、取付部は図示及び下記による。 　と付属操作スイッチとの渡り配線

⦿ 特 定 の 施 設 ・ 一 般 の 施 設 ・ 熱源機器の冷温水管 （送り、返り） 及び冷却水管 （送り、返り） 　天井吊り形ＦＣＵ、　個別パッケージ、　全熱交換ユニット等の機器

・ ボイラーの温水管 （返り） 　と付属操作スイッチ

・ 空気調和機の冷温水管 （送り、返り） 及び三方弁装置後の冷温水管 （送り、返り） ガス種別 ・ 都市ガス （ ・ １３A ・ ） 　天井吊り形ＦＣＵ、　個別パッケージ、　全熱交換ユニット等の機器

・ 熱交換器の温水管 （送り、返り） ・ 液化石油ガス 　と付属操作スイッチのボックス

・ 冷温水ヘッダー （往き） 及び冷温水ヘッダーの各返り管 配管材料 （１） 屋内 一般 ・ 屋内地中 ・ 　個別パッケージの室内機、　室外機の渡り配線　（接地共）

・ 空気調和機 （パッケージ形を含む） のサプライチャンバー、レタンダクト、外気取入ダクト、レタンチャンバー （２） 屋外 屋外地中 ・ 屋外露出 ・ 　煙感知器から連動制御盤を経て防煙ダンパに至る配管配線

圧力計 標準仕様書第２編2.3.1による。　　なお、取付部は図示及び下記による。 充填容器 ・ 別途 （ ・ ５０ｋｇ ・ ｋｇ ）× 本 ・ 別途 （ ・ バルク貯槽　　  kg） 　小便器用節水装置の制御盤以降の２次側の配管配線

・ 熱源機器の冷温水管 （送り、返り） 及び冷却水管 （送り、返り） 集合装置 ・ 標準図(施工73)による。 本組 ・ 図示による 　ガス漏れ検知器

・ 空気調和機の冷温水管 （送り、返り） 転倒防止等 ・ 標準図(施工74)による。 （ ・ （ａ） ・ （ｂ） ） による 　電気錠及び通電金具

※ （　）書きの数値は防振機器とする ・ 熱交換器の温水管 （送り、返り） メーター ・ ガスメーター （ ・ 貸与品 ・ 買取り ） 　ＴＥＮキー及び制御盤

※ 上層階の定義は次による ・ 冷温水ヘッダー （往き、返り） 遮断装置 ・ 要 （ ・ 本工事 ・ 別途 ） ・ 不要

瞬間流量計 標準仕様書第２編2.3.8による。　　また、コック付きとする。　　なお、取付箇所は図示による。 絶縁継手 ・ 建物導入部 ・ 地中埋設管からの立上り部 ・ 図示による

油面制御装置 標準仕様書第２編2.3.5による。　　また、制御盤には下記の端子を設ける。 建物導入部配管 ・ 標準図(施工4､5)の による ・ 埋設フレキ ・ ポリエチレン管

なお、フロートスイッチ部と制御盤間の配管配線は製造者の標準仕様とする。

※ 重要機器は次のものを指す。 ・ 給油ポンプ制御 ・ 満油警報 ・ 遠隔警報 ・ 電磁弁制御 ・ ポンプ緊急停止

・ 給水装置 ・ 排水装置 ・ 換気機器 ⦿ 空調機器 ・ 熱源機器 ・ 返油ポンプ制御 ・ 減油警報 ・

・ 防災設備 ・ 監視制御設備 ・ 危険物貯蔵装置 ドレントラップ ・ 配管トラップ ・ ドラムトラップ ・ メカニカル式トラップ ・ 弁トラップ 形式 ・ 現場施工型 ・ ユニット型

・ 火を使用する設備 ・ 避難経路上に設置する設備 処理能力 ・ 処理対象人員 人　　　処理水量 m3/日　　　流入BOD mg/L

・ 保温 配管の保温材 ・ 処理方法 ・ 小規模合併処理 （ ・ 方式 ）

ダクトの保温材 ・ ・ 合併処理 （ ・ 方式 ）

空調用排水管の保温材 ⦿ 天井内：c・(ロ)・Ⅶ ⦿ 屋内露出：a1・(ロ)・Ⅶ ⦿ 屋内露出（厨房）：e2・(ロ)・Ⅶ 処理性能 ・ 放流BOD mg/L以下、除去率 ％以上

冷媒管の保温外装 ⦿ 屋内露出：合成樹脂カバー ⦿ 屋外露出：SUSラッキング 消毒剤 １ヶ月相当分を納入する。

予備品 ・ ファンコイルユニット用フィルター　各形番台数の1/2以上

・ 自動巻取形エアフィルター用フィルター 各１巻

・ 折込形エアフィルター、プレフィルター （アルミ枠付） 各1/2

建築士事務所名

一級建築士事務所　宮崎県知事登録

消火設備

ガス設備

（３） 本工事の事務処理に当たっては、宮崎県総務部営繕課制定の工事事務処理要領による。

　ユニットバスの換気扇

７～９階建

図 面 名 称 機 械 設 備 工 事 特 記 仕 様 書

●

（４）

2

（２）

（１．５）

０．６

１．０
●

１．５
０．６

3

フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（平成１３年法律第６４号）に規定する第一種特定製品については、「冷媒
漏えい点検・整備記録簿」を電子データで提出し管理者の責務において法定点検及び簡易点検を適正に実施するよう、引渡し時に
説明を行うこと。

一

般

共

通

事

項

●

空

気

調

和

設

備

建　物　階　数 建　物　階　数

１．０

1

E-1984 号 一級建築士登録 第 278449 号

4
5

図面番号

　空調ライン設備プレート ●

宮 崎 県 機 械 設 備 工 事 特 記 仕 様 書
工 事 名 称

検
図

宮 崎 県 総 務 部 営 繕 課

16

3 　照明ライン設備プレート ●システム天井

　ボード　・　Ｔバー

15

14 　洗濯機パン ●

○

浄

化

槽

設

備

　ユニットバスへの給水給湯管、排水管接続 ●

（３）

（１）

　ユニットバス、ユニットバス内水栓、 ●

●

中間階
１．５ １．０

地下階 （１．０）

8

電　気　錠

１３階建以上

6

１．０
１階及び

２～６階建 １０～１２階建

上　層　階

7

5

13

4

○

ガ

ス

設

備

１．０

●

上層４階

０．６
０．６

一 　般 重 　要 一 　般

（０．６）

上層２階

最上階

上　層　階

9

（１．５） （１．５） （１．０）
１．５

１．０
１．０

０．６
１．０

０．４

12

●

●

●

11

（１．０） （１．０）

上層３階

2 ●
２．０

１．５
１．５

１．５
１．５

機 器 水 槽 機 器 水 槽 機 器

（５）

●

●

●

●

2

●

（７）

2 ●

○

消

火

設

備

●

（６）

（３）

●

●

●（４）

1 （１）

電気配管配線

●

9

10

上及び塔屋 （２．０） （２．０） （２．０） （１．５）

8

11

3

（８）

足場を設ける場合には､「「手すり先行工法に関するガイドライン」について」（厚生労働省平成21年4月）の「手すり
先行工法等に関するガイドライン」によるものとし､足場の組立､解体､変更の作業時及び使用時には､常時､すべて
の作業床について手すり､中さん及び幅木の機能を有するものを設置しなければならない｡

○

厨

房

機

器

設

備

（10）

10

●

（９）

12 設備機器の固定等は、 「建築設備耐震設計・施工指針 2014年版 （ 独立行政法人 建築研究所 監修）」により、耐震
強度計算書を監督員に提出し、承諾を受けるものとする。

●

（２）

ただし、設計用地震力（水平及び鉛直）は次の設計用水平震度K及び設計用鉛直震度Kv（K/2)を用いて計算する。

上層階、屋
１．０

1
●

設 置 場 所

耐 　震 　安 　全 　の 　分 　類

水 槽

9

機 器 水 槽

（３）

（３）

1 ●

重 　要

（２）（１）

２．０

●

●

　上記以外の手すり

●

4

4
手　す　り

　多機能便所用手すり ●

2

（２）

3 　雨水立管　（たてどい）

空調用 ●

●

8

（２） 空気調和機、温風暖房機に取り付けるサプライチャンバー、レタンチャンバー及び風道系で消音内貼りしたチャンバーには、点検
口及び温度計取付座を設け、位置、大きさは図示による。

1
防　油　堤

　オイルサービスタンクの防油堤

6 本工事に必要な工事用水、工事用電力（基本料金を含む）及び官公署等への諸手続、その他工事目的物引渡しまで
に要する費用は、全て請負者の負担とする。

●

7

自家発用 ●

●

（１）

○

給

湯

設

備

流　し　台 　排水トラップ共

●

　床下のマンホール蓋

屋外排水管
　雨水

4

外部取付ガラリ 　ダクト、チャンバーの接続用フランジを含む5
6

点　検　口 　床、壁、天井

　ＯＡフロア用配線器具 ●

●

●

34.5

1.9

59

（３）

　補強を要しないもの

冬　季

　埋込形分電盤、

3

5

換気扇の取付枠 ●

2

湯沸室のフード鉄筋、コンクリート工事

工事科目 職　種 作業の種別

3
4

　スリーブの穴埋め　（型枠の穴埋めを含む） ● ●

5

湿 度

（５） ●

（ＲＨ） （ＤＢ） （ＲＨ）

●

（６）

湿 度 温 度

（ＤＢ） （ＲＨ）

○

排

水

設

備

　軽量鉄骨下地、壁、

厨房設備工事

●

なお、これらの機材を使用する場合は、設計図書に定める品質及び性能を有することの証明となる資料又は外部機関
（（一社）公共建築協会他）が発行する資料等の写しを監督員に提出して承諾を受けるものとする。 （ＤＢ）

　補強を要するもの

　端子盤等の型枠

温 度 湿 度

2

　断熱材兼用型枠の切込

3

　上記開口部の墨出し ● ●

●

2

　上記開口部の補強 ●

厨房設備施工

（２）

6

空気調和設備工事

7 （１）

●

●

（２）

（４） ●

　補強を要するもの

　補強を要しないもの （ｱｳﾄﾚｯﾄﾎﾞｯｸｽは除く）
開　口　部

　梁、床、壁

夏　季

温 度

1 （１）

湿 度 温 度

　天井ボード類の切込

　補強を要するもの

（ＤＢ） （ＲＨ）

一般系統

　梁、床、壁

1
外気条件

室　内　（ 調 整 目 標 値 ）

　貫通スリーブ 　補強を要しないもの ●

● ●

●

　補強を要するもの

●

●

　貫通部型枠 　補強を要しないもの

　自家発電機の基礎（アンカーボルトを除く）

　特記した基礎（機械関係及び電気関係以外） ●

機　械　関　係

　屋内設備　（架台、アンカーボルトを除く）

　架台、　アンカーボルト ●

●

●

●

章 項　　　目 特　　　記　　　事　　　項

コンクリートの用途が特に重要でない場合及び小規模工事（１工種の総使用量が５０ｍ3未満かつ１日の打設量が１０ｍ3未満
の場合）で、監督員の承諾を受けた場合は、JISマーク表示認証工場の品質証明書（監督員が指示するもの）の提出により、ス
ランプ、空気量、単位容積質量、温度、塩化物量の試験及びコンクリート強度試験を省略し、現場練りコンクリートとすることが
できる。

6

○

給

水

設

備

10

○

一

般

共

通

事

項

1 設備機材等は、設計図書に規定する所要の品質及び性能を有するものとし、JIS及びJASマーク表示のない機材及び
その製造業者等は、次の（１）～（６）の事項を満たすものとする。

（３） ●5 　テレビアンテナ基礎（　　　　　〃　　　　　）　　　　

　避雷針の基礎（　　　　　〃　　　　　） ●

●

9

●

（２）

3

　屋外設備　（　　　　　　〃　　　　　　）

31

　屋上設備　（　　　　　　〃　　　　　　）

（１）

上記工場で製造されたレディーミクストコンクリートを使用する場合には、「品質管理監査合格証」の写し及び「配合報告書」の
みの提出とし、セメント、骨材、練り混ぜ水、混和剤の試験成績表及び配合計算書の提出を省略することができる。

（２）

2
工　　事　　内　　容

機械設備
工事

（２）

（３）（１） 　図面及び特記仕様に記載されていない事項は、すべて国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の「公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）
（令和４年版）」及び「公共建築改修工事標準仕様書（機械設備工事編）（令和４年版）」並びに国土交通省大臣官房官庁営繕部設備・環境課監修
の「公共建築設備工事標準図（機械設備工事編）（令和４年版）」による。

（２）

（４）

（３）

（４）

（６）

（５）

1

（１） コンクリート壁・床への埋め込み、スリーブ貫通部及びその他躯体との絶縁箇所には、プラスチックテープを １/２重ね１回巻きを
施す。

別表－１　　　他工事との工事区分表 本工事　電気設備工事及び建築工事を本工事に含む場合は、電気設備工事及び建築工事はそれぞれの工事特記仕様書、標準仕様書及び標準図を適用す
る。

（２） 屋上

（１） 4 屋外

機　器　の　基　礎

電　気　関　係

配電盤　・　制御盤の基礎

屋内

排水設備

着工前

工事中

完成時

他工事

（１）

3

電気設備
工事

建築工事

浄

化

槽

設

備

●

撤

去

工

事

●

●

（１）

7

8

排煙設備

自動制御設備

給水設備

カラー　デジタル写真

1

○

衛

生

器

具

設

備

カラー　デジタル写真

カラー　デジタル写真

6
7

4

30 ステンレス鋼管施工
上の注意

3

（２）

全景は、原則として植栽工事完了後
とする。

分類・規格

建築物の解体

建築物の新築・増築

2 建築物の修繕・模様替え（リフォーム等）

1

区分

完成写真 　 　 カラー ⦿ 紙 詳細は、工事事務処理要領による。

建築物以外のものの解体・新築等（土木工事等）

328

備考

本工事により発生する建設廃棄物のうち、宮崎県内の焼却施設及び最終処分場に搬入する建設
廃棄物は、産業廃棄物の処理に係る税が課税されるので適正に処理すること。

撮影方法については、国土交通省大臣官房官庁営繕部制定の「営繕工事写真撮影要領(令和３年版)」及び「監督員の指示」によ
る。

（１）

換気設備

規模の基準27〇
●

自

動

制

御

設

備

対

象

建

設

工

事

提出方法 提出部数

26

空気調和方式

主要熱源機器

12 浄化槽設備

11 厨房設備

13 撤去工事 〇 〇

2510 ガス設備

9 消火設備

24
8 給湯設備

7 排水設備

4 自動制御設備 〇 〇

6 給水設備

5 衛生器具設備

3

20

23
22

〇 21

2 換気設備

排煙設備

1 空気調和設備 〇 〇

○

換

気

設

備

建物種別及び屋外 工　　　事　　　種　　　別 （２）

9
工事科目 本館 会議室棟

19 （１）5

〇

本館

都城総合庁舎空調設備改修事業　工事特記仕様書
13

1

都城市北原町 16

備　考

1

7

4

11

RC造 地下１階地上３階 3,789

　　消防法施行令 18

135

12（㎡） 　　別表第１区分

4

3

2 会議室棟 S造 平家

建　　物　　名　　称 構　造 階　数
延床面積

17

2

対象建設工事の種類

5
X線回析分析

都城総合庁舎空調設備改修事業 15 （１）

2
（２） 9

6
258

屋外

14

1

60

26

20

成行

成行

都城総合庁舎空調設備改修事業

M-01
株　式　会　社　別　当　設　計

6
14 7

8

8

○

排

煙

設

備

2

29

材　料　名 調査方法

ＪＩＳ　A1481

１材料当たりの試料数

浄化槽法第７条に基づく、使用開始６ヶ月後の放流水質検査は施設管理者の責務において実施する
よう、引き渡し時に説明を行う。

3

10



道路

道路

道路

道路

駐車場

駐車場

都城総合庁舎

井戸

金丸歯科医院

花房泌尿器科医院

北原町

都城総合庁舎

県営北原団地

都城泉ヶ丘高校

附近見取図

対象建築物

株 式 会 社　別   当   設   計

年　月　日

  .  .  

  .  .  

  .  .  

  .  .  

  .  .  

記
　
　
事

１級建築士登録第２７８４４９号 別 当   幸 宣

１級建築士事務所宮崎県知事登録

工事名称設計者管理技術者管理建築士

図面名称 縮　尺

設計年月日

検
　
　
図

  .  .  

工事種別

図面番号
Ｅ-１９８４号

機械設備工事

配置図　S=1:200

附近見取図・配置図 Ａ１：Ｓ＝1/200

Ａ３：Ｓ＝1/400

都城総合庁舎空調設備改修事業

Ｍ－０２



空冷ヒートポンプエアコン

機 器 仕 様

電　源 台  数 参考型式・設置場所

冷水温度　　12.0　⇒   7.0℃

直焚吸収冷温水機 3相200V

温水温度　　51.1　⇒  55.0℃

記  号

（改修前）

冷却水温度　32.0　⇒  37.5℃

都市ガス：１３Ａ　発熱量15,000kcal/Nm3

名　　　　　称 仕　　　　　　　様

株 式 会 社　別   当   設   計

年　月　日

  .  .  

  .  .  

  .  .  

  .  .  

  .  .  

記
　
　
事

１級建築士登録第２７８４４９号 別 当   幸 宣

１級建築士事務所宮崎県知事登録

工事名称設計者管理技術者管理建築士

図面名称 縮　尺

設計年月日

検
　
　
図

  .  .  

工事種別

図面番号
Ｅ-１９８４号

Ａ１：Ｓ＝Ｎ.Ｓcale

Ａ３：Ｓ＝Ｎ.Ｓcale

機械設備工事

RH 冷房能力  150USRT 加熱能力 　 431,000kcal/h

冷水流量　　1,440L/min

温水流量　　1,440L/min

冷却水流量　2,500L/min

B1階  機械室1

3相 200V B1階  機械室1AC-1 エアハンドリングユニット 縦型　冷房能力　80,200kcal/H 加熱能力 　 102,000kcal/h

送風量　 29,250m3/H　 x　機外静圧400Pa　 x　 15.0kw

3相 200V B1階  機械室1エアハンドリングユニット

3相200V B1階  機械室1エアハンドリングユニット

AC-2

AC-3

縦型　冷房能力　64,500kcal/H 加熱能力 　 79,800kcal/h

送風量　 17,880m3/H　 x　機外静圧400Pa　 x　 7.5kw

縦型　冷房能力　124,000kcal/H 加熱能力 　 128,000kcal/h

送風量　 38,300m3/H　 x　機外静圧400Pa　 x　 18.5kw

3相 200V 1ACP-1 空冷ヒートポンプエアコン 冷房能力  28.0 kw 2階  食堂

床置型

3相 200V 1ACP-2

天吊・セパレート形　

冷房能力  5700kcal/h　吹出口125A　 x　 2m　 x　 3本 2階  厨房

Cu

VP

R

使用材料一覧表

記　号 名　称

冷 媒 管

ドレン管

スパイラルダクト 亜鉛鉄板

使　用　材　料

冷媒配管サイズ表

⑤

④

③

②

①

記号 配管サイズ

φ 6.4×φ9.5

φ 6.4×φ12.7

φ 9.5×φ15.9

φ 9.5×φ25.4

φ 12.7×φ25.4

※　冷媒管サイズは参考とする。

※特記なきドレン管は25Aとする。

ハッチングは対象外

冷媒用断熱材被覆銅管

硬質ポリ塩化ビニル管

都城総合庁舎空調設備改修事業

Ｍ－０３空調設備　機器表（改修前）（本館）



株 式 会 社　別   当   設   計

年　月　日

  .  .  

  .  .  

  .  .  

  .  .  

  .  .  

記
　
　
事

１級建築士登録第２７８４４９号 別 当   幸 宣

１級建築士事務所宮崎県知事登録

設計者管理技術者管理建築士

図面名称 縮　尺

設計年月日

検
　
　
図

  .  .  

工事種別

図面番号
Ｅ-１９８４号

Ａ１：Ｓ＝Ｎ.Ｓcale

Ａ３：Ｓ＝Ｎ.Ｓcale

機械設備工事

記 号 名　　　　　称 電　源 台  数 参考型式・設置場所仕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様

ACP-1

機 器 仕 様

三相200V 1

天井カセット４方向

三相200V

天井カセット４方向

ACP-2

三相200V 1

三相200V空冷ヒートポンプエアコン（ペア） 1

天井カセット４方向

ACP-3

ACP-4

空冷ヒートポンプエアコン（ツイン）

天井カセット２方向

冷房能力 4.5 kw 暖房能力  5.0 kw

圧縮機電動機出力  0.85 kw

空冷ヒートポンプエアコン（ツイン）

冷房能力 14.0 kw 暖房能力　16.0 kw

消費電力 3.8 kw（冷） 消費電力  6.8 kw（暖最大）

圧縮機電動機出力  2.83 kw

暖房能力　 12.5 kw 暖房能力　14.0 kw

消費電力 3.19 kw（冷） 消費電力  6.20 kw（暖最大）

圧縮機電動機出力  2.36 kw

冷房能力 10.0 kw 暖房能力　11.2 kw

消費電力 2.30 kw（冷） 消費電力  4.43 kw（暖最大）

圧縮機電動機出力  1.79 kw

消費電力 0.999 kw（冷） 消費電力  1.86 kw（暖最大）

Cu

VP

R

冷媒配管サイズ表

⑤

④

③

②

①

記号 配管サイズ

使用材料一覧表

記　号 名　称

冷 媒 管

ドレン管

使　用　材　料

φ 6.4×φ9.5

φ 6.4×φ 12.7

φ 9.5×φ 15.9

φ 9.5×φ 25.4

φ 12.7×φ25.4

※　冷媒管サイズは参考とする。

空冷ヒートポンプエアコン（ペア）

会議室４

会議室５・６

会議室７

労働組合

２

冷媒用断熱材被覆銅管

硬質ポリ塩化ビニル管

Ｍ－０４

工事名称

都城総合庁舎空調設備改修事業

空調設備　機器表（改修前）（会議室棟）

（改修前）
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ダクト 125φ　x3

株 式 会 社　別   当   設   計

年　月　日

  .  .  

  .  .  

  .  .  

  .  .  

  .  .  

記
　
　
事

１級建築士登録第２７８４４９号 別 当   幸 宣

１級建築士事務所宮崎県知事登録

工事名称設計者管理技術者管理建築士

図面名称 縮　尺

設計年月日

検
　
　
図

工事種別

図面番号
Ｅ-１９８４号

Ａ１：Ｓ＝1/100

Ａ３：Ｓ＝1/200

機械設備工事

き

R

R

RＲ

R R

⑤,②

25,⑤（露出配管)）

D

D

D

ACP

ACP

②,25（露出配管）

1

2

Ｒ

Ｒ リモコン

名　称記　号 使　用　材　料

使用材料一覧表

冷媒管

ドレン管

空調リモコン線

R

D

冷媒配管サイズ表

⑤

④

③

②

①

記号 配管サイズ

φ 6.4×φ12.7

φ 9.5×φ15.9

φ 9.5×φ25.4

φ 12.7×φ25.4

φ 6.4×φ9.5

冷媒用断熱材被覆銅管　Cu

硬質ポリ塩化ビニル管　VP

都城総合庁舎空調設備改修事業

Ｍ－０５空調設備　２階　平面図（改修前）（本館）
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男子休憩室

農林振興局コピー室

所長室

教育事務所

ホール

本館棟　３階　平面図　S=1/100

株 式 会 社　別   当   設   計

年　月　日

  .  .  

  .  .  

  .  .  

  .  .  

  .  .  

記
　
　
事

１級建築士登録第２７８４４９号 別 当   幸 宣

１級建築士事務所宮崎県知事登録

工事名称設計者管理技術者管理建築士

図面名称 縮　尺

設計年月日

検
　
　
図

工事種別

図面番号
Ｅ-１９８４号

Ａ１：Ｓ＝1/100

Ａ３：Ｓ＝1/200

機械設備工事

R R

⑤,②

⑤,②

R R

Ｍ－０６

都城総合庁舎空調設備改修事業

空調設備　３階　平面図（改修前）（本館）
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株 式 会 社　別   当   設   計

年　月　日

  .  .  

  .  .  

  .  .  

  .  .  

  .  .  

記
　
　
事

１級建築士登録第２７８４４９号 別 当   幸 宣

１級建築士事務所宮崎県知事登録

工事名称設計者管理技術者管理建築士

図面名称 縮　尺

設計年月日

検
　
　
図

工事種別

図面番号
Ｅ-１９８４号

Ａ１：Ｓ＝1/100

Ａ３：Ｓ＝1/200

機械設備工事

⑤,②

R R

ACP

ACP

R

1

2

Ｍ－０７

都城総合庁舎空調設備改修事業

空調設備　Ｒ階　平面図（改修前）（本館）
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株  式 会 社　別   当   設   計

年　月　日

  .  .  

  .  .  

  .  .  

  .  .  

  .  .  

記
　
　
事

１級建築士登録第２７８４４９号 別 当   幸 宣

１級建築士事務所宮崎県知事登録

工事名称設計者管理技術者管理建築士

図面名称 縮　尺

設計年月日

検
　
　
図

工事種別

図面番号
Ｅ-１９８４号

R

R

R

R

R

R

R

R

D

D

D

D

D

D

D

D

D

R

機械設備工事

Ｒ リモコン

名　称記　号 使　用　材　料

使用材料一覧表

冷媒管

ドレン管

空調リモコン線

R

D

冷媒配管サイズ表

⑤

④

③

②

①

記号 配管サイズ

φ6.4×φ12.7

φ 9.5×φ15.9

φ 9.5×φ25.4

φ 12.7×φ 25.4

φ 6.4×φ9.5

Ａ１：Ｓ＝1/50

Ａ３：Ｓ＝1/100

③

③

40 40

③③

③

③

40

40

③

③

40

③

③

ACP

1

ACP

1

ACP

1

ACP ACP

ACP

4

32

ACP

ACP

ACP

ACP

2

2

2

2

ACP

3

ACP

4

ACP

2

②

40

25

25

25

25 25

25

25 25

冷媒用断熱材被覆銅管　 Cu

硬質ポリ塩化ビニル管　 VP

Ｒ

Ｒ Ｒ

Ｒ

Ｒ

Ｍ－０８

都城総合庁舎空調設備改修事業

空調設備　１階　平面図（改修前）（会議室棟）


